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家族・就労の変化と所得格差
――本人年齢別所得格差の寄与度分解――

投稿（ 論 文 ）

Ⅰ　はじめに

　日本における所得格差の趨勢は拡大傾向にある
が，所得格差を年齢別にみると異なった傾向にあ
ることが知られている。まず，年齢階層別の所得
格差は，年齢が高くなるほど大きくなる。しかし
ながら，その年齢階層別の所得格差は，近年拡大
の傾向になく安定している。そこから，年齢階層
別の所得格差は拡大していないが，人口高齢化に
より，所得格差の大きい年齢層が人口に占める割
合が高くなることにより，総世帯で見た所得格差
が拡大していると言われている。すなわち，日本
における所得格差の拡大は人口の高齢化による
「みせかけ」であり，年齢構造の変化が引き起こ
したものであるとされる［大竹（2005）ほか］。
　しかしながら，近年の所得格差の拡大が高齢化
によるものであるという議論に対して，いくつか
検討すべき点が考えられる。一点目は，所得格差
の拡大には，人口高齢化だけではなく，世帯構造
の変化などの要因も存在するというものである。
特に，人口高齢化により所得格差の拡大が引き起
こされたとする先行研究では，人口要因として世
帯主年齢が用いられているため，親と同居する未
婚者の増加といった世帯構造の変動が見えにくく
なっている。二点目は，若年層を中心に非正規雇
用の増加により所得格差が拡大しているのではな
いかという点である［太田（2006）など］。就労
形態の変化が年齢別にみた場合の所得格差に与え
る影響について議論する必要があろう。三点目は，
所得格差の拡大が社会問題として取り上げられた

時期は，主に1990年代後半から2000年代にかけて
であるが，多くの研究が1980年代から1990年代ま
でを対象にしており，1990年代後半以降の格差の
動向は明らかにされていない。
　そこで本稿では，1994年から2009年までの『全
国消費実態調査』（総務省統計局）を用いて，世
帯主年齢ではなく，本人年齢による年齢階層内の
所得格差の拡大についての検討を行い，また，そ
の年齢階層内の所得格差について家族形態の変化
や就労形態の変化による寄与度分解を行うこと
で，格差拡大の要因を明らかにすることを目的と
する。

Ⅱ　先行研究

　日本における所得格差の測定に用いられてきた
大規模統計調査として，『全国消費実態調査』（以
下「全消」），厚生労働省による『国民生活基礎調
査』（以下，「国生」）とそのサブサンプルである『所
得再分配調査』があげられる。これらの統計では
近年所得格差は拡大傾向にある点において一致し
ているものの，格差の水準はデータによって大き
く異なっている。「全消」でみたジニ係数は，他
の二つの調査より低い水準となっており，2000年
代中頃のOECD諸国と比較すると，2003年の「国
生」のジニ係数では30カ国中上から11番目の高さ
となる一方で，2004年の「全消」の数値でみると
21 ～ 23番目あたりとなり，国際的な位置づけが
大きく異なる1）。そこで，調査別に日本における
所得格差の拡大についての分析を行っている先行
研究の検討を行う。

四　方　理　人
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　まず，「所得再分配調査」を用いた研究として，
大竹・齊藤（1999），小塩（2004），橘木・浦川（2006）
をあげることができる。1981年と1993年の同調査
を用いた大竹・齊藤（1999）からは，80年代の所
得格差の拡大について，中・高齢者のシェアが上
昇の影響もあるが，特に再分配後所得において年
齢階層内の格差拡大による影響が強いことがみて
とれる。一方，1990年と1999年の同調査を用いた
小塩（2004）では，年齢階層内の格差は90年代に
おける所得格差を拡大させておらず，そのほとん
どが年齢別人口効果の影響により説明される。た
だし，橘木・浦川（2006）は，人口の高齢化によ
る所得格差の拡大は自明ではないとし，世帯主の
働き方を示す世帯業態による格差の拡大を考察し
ており，1995年から1998年にかけて格差拡大の約
30％が，世帯業態間の格差拡大によるものである
としている。
　次に，「全消」を用いた研究として，大竹（1994），
西崎・山田・安藤（1998），茂木（1999），舟岡（2001），
大竹（2005） がある。大竹（1994）は，1984 年と
1989年の調査から，年齢階層内の所得格差は，こ
の間に拡大傾向にはなく，所得格差の拡大は，人
口の高齢化により説明されるとした。西崎・山田・
安藤（1998）は，1984年と1994年調査を用い，高
齢化によって非就業者割合が増加することにより
所得格差が拡大したことを指摘している。茂木
（1999）は1984年，1989年，1994年調査から，所
得格差拡大のうちかなりの部分は年齢構成の変化
と世帯人員構成の変化に伴うある意味で見かけ上
のものであるとしている。また，舟岡（2001）は，
人口の高齢化だけではなく，高齢者の子の同居率
の低下が所得の不平等化に影響していることを指
摘している。そして，大竹（2005）は，1984年か
ら1999年までの調査から，所得格差を対数分散を
用いて年齢別の人口効果，年齢階層内効果，年齢
階層間効果の3要素に分解した結果，人口高齢化
の効果によりこの間の格差の変化のほとんどを説
明できるとしている。
　最後に，「国生」を用いた分析として，岩本（2000）
は，89年から95年までの同調査を用いて，消費と
所得の格差分解を行っているが，他の先行研究と

異なり，この間の所得格差の拡大の寄与度は，年
齢別人口の影響が19％程度であるが年齢階級内格
差の影響は55％と人口構造の変化ではなく，年齢
階級内で格差の拡大が生じているとしている。た
だし，Yamada（2007）の日本と欧米主要国との
比較研究によると，日本は稼働年齢層より高齢者
層での所得格差が大きく，65歳以上人口のシェア
の拡大により所得格差が拡大したが，他の国々で
は人口高齢化による所得格差への影響は小さいと
している。また，稲垣（2006）は，3世代同居の
高齢者や親と同居する未婚の成人を分離した場
合，ジニ係数が0.1程度上昇することから，家族
との同居がない場合，所得格差が拡大することを
示している。
　以上，「所得再分配調査」での1990年代を対象
とした研究と「全消」を用いた1980年代から1990
年代を対象とした研究において，格差拡大が年齢
階層内での格差が大きい中高年齢層の人口シェア
が高まったことによることがみてとれる。
　しかしながら，以上の先行研究においては，分
析上いくつかの問題点を指摘することができる。
　第1に，所得格差に対する年齢構造の影響を検
討した研究では，年齢の定義として世帯主年齢に
よる分析が行われている。舟岡（2001）が指摘す
るように「全消」と「国生」では世帯主の定義が
異なり，その定義の違いにより世帯主年齢でみた
年齢構成が両調査で異なるという問題がある。ま
た，舟岡（2001） や稲垣（2006）は，所得格差に
ついて家族の変化の影響を指摘しているが，世帯
主年齢を用いた分析では，親と同居する若年層な
ど世帯主に隠れてしまう属性を持つ人々の所得格
差への影響をみてとることが難しいと考えられ
る。
　第2に，所得格差拡大の要因として家族や就労
の変化を挙げている先行研究では，年齢構造が考
慮に入れられておらず，年齢の効果と家族や就労
の効果が識別されていない。若年層や中高年齢層
など各年齢層内で生じた家族や就労の変化につい
て検討する必要があろう。
　第3に，先行研究により所得の定義やサンプル
の範囲が異なる点がある。「所得再分配調査」や「国
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生」を用いた研究では，可処分所得が用いられる。
しかし，「全消」を用いた研究では，西崎・山田・
安藤（1998）は世帯所得から税と社会保険料を推
計し世帯規模の調整を行った等価可処分所得を用
いているが，大竹（2005）は税と社会保険料が考
慮されておらず，二人以上世帯（普通世帯）を対
象としており，また，舟岡（2001）と茂木（1999）
では，世帯規模の調整が行われていない。
　第4に，ほとんどの研究が1980年代と1990年代
を対象にしており，格差が社会的に問題とされた
1990年代後半から2000年代にかけての状況が明ら
かにされていない。
　そこで本研究では，1994年から2009年までの「全
消」を使用し，税・社会保険料モデルから可処分
所得による格差指標の推計を行い，世帯主年齢で
はなく，本人年齢を用いた分析を行う。本人年齢
によって区分した分析を行うことで，親と同居し
ている者を含めた，若年層の所得格差についての
考察が可能となる2）。若年層では，未婚割合が上
昇しかつ親との同居が増加しているが，本人年齢
階層別の分析を行うことで，若年層内での家族や
就労の変化と所得格差の関係を考察することがで
きると考えられる。親と同居する未婚者の増加は，
所得格差の大きい中高年齢層との同居により同一
年齢内格差を増大させる可能性がある一方，自身
の収入が低くとも所得の高い親と同居することで
格差を縮小させる可能性もある。また，非正規雇
用の増加が所得格差に与える影響についても，世
帯主ではなく本人の就業状態による分析を行う必
要がある。橘木・浦川（2006）は，労働市場の変
化による所得格差の拡大を指摘しているが，世帯
主の就業状態に焦点をあてており，親と同居する
若年層や世帯主の妻の就業状態の変化については
考慮されていない。本人年齢階層別の分析を行う
ことで，各年齢階層内における就業構造の変化を
みることができ，年齢構造の変化と就業構造の変
化を識別した考察が可能となると考えられる。同
じ非正規雇用の増加であっても，若年層における
非正規雇用の増加と中高年齢女性の非正規雇用の
増加では所得格差に与える影響が異なる可能性も
ある。

Ⅲ　使用データと分析手法

　1　使用データと等価可処分所得の推計
　本稿の使用データは，1994年，1999年，2004年，
2009年の「全消」の個票データであり，分析に用
いた可処分所得の定義は以下となる。

総所得＝勤労収入（勤め先からの年間収入）
　　　　＋自営収入（農林漁業収入＋農林漁業以
　　　　　外の事業収入＋内職などの年間収入）
　　　　＋公的年金・恩給＋親族などからの仕送
　　　　　り金＋家賃・地代の年間収入
　　　　＋利子・配当金＋企業年金・個人年金＋
　　　　　その他の年間収入

可処分所得＝総所得－税－社会保険料

　なお，公的年金以外の児童手当や失業給付およ
び生活保護給付等の社会保障給付は，「全消」の
年収・貯蓄等調査票に明示された項目はなく，「そ
の他の年間収入」に含まれていると考えられる。
　ここで，可処分所得は総所得から税と社会保険
料を控除した所得となるが，「全消」では年間収
入についての税と社会保険料が把握されていない
ため，可処分所得の算出のため田中・四方（2012）
による税・社会保険料モデルの推計を用いた。こ
の税・社会保険料モデルでは，所得税，住民税，
各種社会保険料（国民年金・厚生年金，国民健康
保険，協会けんぽ，後期高齢者医療制度，雇用保
険，介護保険）をすべて個別に推計している。さ
らに各種控除および社会保険料の減免制度につい
ても反映したマイクロシュミレーションモデルを
構築している。なお国民年金の申請免除制度につ
いては，利用可能な所得水準にある対象者は，す
べて免除申請を行い，社会保険料の軽減を受けて
いるものと仮定する。また，自営収入においても
すべての所得が捕捉されているものとしている3）。
　次に，各世帯で人員数が異なるため，世帯間の
可処分所得を直接比較することには問題があり，
世帯規模を調整する必要がある。この世帯規模を
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調整するために，等価尺度が用いられるが，等価
尺度として世帯人員数の平方根で除する方法が他
の先行研究やOECDの報告書などで広く採用され
てきた。本研究でも，この世帯人員数の平方根で
調整した「等価可処分所得」を用いる。すなわち
以下のように定式化される。

等価可処分所得＝

　これは複数人で暮らすのに必要なひとり当たり
の所得はひとりで暮らすのに必要な所得より，共
通経費があるので少なくて済むという規模の経済
を考慮した指標であり，その世帯で各世帯員が享
受する経済的厚生と解釈することができる。この
方法で注意が必要となるのは，世帯所得をもとに
しているが，各世帯員の厚生水準の所得格差を計
測することになるため観測される単位は個人単位
となる。ここで個人単位とは，例えば生計をとも
にする4人の世帯の場合，世帯で合計した可処分
所得を√4で除した等価可処分所得が求められ，4
人の各々がその等価可処分所得を持つ個人として
出現することになる。
　なお，ルクセンブルク所得調査（www.lis.org）
の方法に従い，世帯人員数でコントロールする前
の可処分所得の中位値の10倍以上の場合トップ
コーディングを行い，世帯人員数でコントロール
した等価可処分所得の下位1％についてはボトム
コーディングを行った。また，Ⅴ節・Ⅵ節の世帯
類型・就業状態による寄与度分解の分析において
は，学生が除かれている4）。

　2　所得格差の寄与度分解の方法
　以下では，格差指標として平均対数偏差（Mean 
Log Deviation :MLD）を用い，その2時点間の変
化分について，年齢構造，家族形態，就業状態の
それぞれについて，グループのシェア，グループ
内格差，グループ間格差の変化による寄与度分解
を行う。格差指標としてのMLDは，低所得層の
変化に対し比較的敏感に反応する。具体的な分析
手法は，Mookherjee and Shorrocks（1982）およ

びJenkins（1995）により定式化された方法を用
いた5）。まず，全人口をn，第kグループの人口を
nkとし，全人口の平均所得をμ，第kグループの平
均所得をμkとし，以下のように定義する。

　ここで平均対数偏差（MLD）は，
　（1）
　と定義でき，以下のように書き換えることがで
きる。
　（2）
　（2）は，グループ内格差とグループ間格差に
よる格差指標の分解である。そして， について，
時点tとt+1の間での階差を すると（3）式が得
られる。

　
（3）

　

	 termA	 termB	 termC	 termD
　（3）は， を，各グループ内での格差の寄
与度（term A）と，各グループのシェアの変化分
（term Bとterm C）および，各グループの相対所
得の変化分（term D）に寄与度分解したもので
ある。なお， ，

， ，
，である。

Ⅳ　年齢別ジニ係数の推計

　図1は，本人年齢別にみたジニ係数の1994年か
ら2009年までの推移である。まず，世帯主年齢を
用いた先行研究では，20歳代の格差が最も低く，
30歳代，40歳代と進むにつれ格差が大きくなって
いたが，本人年齢を用いた場合は，20歳代後半に
おける格差が大きく，30歳代後半もしくは40歳代
前半を底にして再び上昇している。
　そして，1994年から2009年にかけての格差の推
移として，20歳代後半から40歳代後半にかけてど
の年齢層でも大きく格差が拡大していることがみ
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てとれる。しかしながら，50歳代後半以降につい
ては，この間格差が拡大しておらず，60歳代後半
では格差が縮小する傾向にあり，70歳代前半では
1994年との比較で，2009年の格差は大幅に縮小し
ている。
　次に，本人年齢別のジニ係数だけではなく，ブー
トストラップ法による標準誤差を示し，格差拡大
について統計的検定を試みたものが表1である6）。
各調査時点のジニ係数の95％信頼区間とその前回
調査の95％信頼区間に重なりがない場合「＊」，
当該年の95％信頼区間が前回調査のそれと重なる
ものの94年のジニ係数の95％信頼区間と重ならな
い場合「＋」を付けている。互いの95%信頼区間
に重なりがないという基準は，一般的な差の検定
より厳しい基準であることに注意が必要である。
　まず年齢計でみると，1994年から1999年にかけ
てのジニ係数の変化は大きくないが，1999年から
2004年にかけてジニ係数は，互いの95％信頼区間
が重ならない程の拡大が生じている。そして，
2004年から2009年にかけてもジニ係数は若干拡大
しており，2009年のジニ係数は2004年の95％信頼
区間とは重なるものの1994年のそれとは互いに重

ならない。
　そして年齢別にみると1994年から1999年にかけ
ては，30歳代前半のジニ係数においてのみ有意に
上昇している。2004年のジニ係数は，20歳代後半
と30歳代前半1999年より有意に高く，10歳代後半，
30歳代後半，50歳代前半で1994年より有意に高い。
そして，2009年では，20代前半を除き子どもから
50代前半までの広い範囲で，前回調査もしくは
1994年との比較で互いの95％信頼区間に重ならな
い上昇が生じている。したがって，2000年代前半
には，20歳代後半から30歳代後半にかけての年齢
層で，2000年代後半では，ほとんどの現役世代に
おいて所得格差が拡大してきたといえる。
　では，この間の格差拡大の要因について，5歳
階級の年齢による分解を行ったものが表2である。
1994年から2009年にかけてのMLDの変化分を，
年齢グループ内格差の変化（term A），年齢グルー
プのシェアの変化（term BとC），年齢グループ
の相対所得の変化（term D）に寄与度分解した（そ
れぞれ1000倍で表記）。1994年から1999年にかけ
てMLDは4.0上昇している。これは，MLDでみた
格差が3.4％拡大したことを示している。この変

図1　年齢別ジニ係数の推移（1994年−2009年）

注）全年齢を対象とした個人単位の等価可処分所得によるジニ係数を推計している。
出所）『全国消費実態調査』より作成
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化を寄与度分解した結果，グループ内格差が2.1，
グループのシェアが2.9の寄与となっているが，
グループ間の相対所得が－0.9と負に寄与してい
る。次に，1999年から2004年にかけては，年齢グ
ループ内格差の寄与が7.3と大きく格差を拡大さ
せる要因となっている。そして，2004年から2009
年にかけては，年齢のシェアの変化はほとんど寄
与しておらず，年齢グループ内の格差拡大によっ
て，全体の格差拡大が生じている。結果として，
1994年から2009年にかけては，MLDが約14％上
昇しており，そのうち同一年齢内の格差拡大によ
る寄与が3分の2程度であり，年齢構造の変化によ
るシェア変化分による寄与が3分の1程度となって
いる。また，年齢間の相対所得の変化による寄与
は，格差を縮小させる方向に寄与している。

　したがって，1994年から1999年にかけては，主
に人口構造の変化により格差が拡大していたが，
1999年以降の格差拡大は，主に年齢階層内での格
差拡大によって引き起こされていた。本人年齢で
みた分析においても，1990年代までを扱った主な
先行研究の結果と同様である一方，2000年代にお
ける所得格差の拡大は人口構造の変化が主な理由
ではないと言える。
　そこで以下では，年齢階層内での格差拡大が生
じていた20歳代から40歳代にかけて，家族形態お
よび就業状態による格差の変化分の寄与度分解を
行うことで，格差拡大の要因についての考察を行
う。なお，19歳以下についても年齢階層内の所得
格差拡大が生じていたが，これは同居する親の所
得の影響であり，また，ほとんどが学生であり，

表1　年齢別ジニ係数と標準誤差
　 1994 1999 2004 2009

ジニ係数 標準誤差 ジニ係数 標準誤差 ジニ係数 標準誤差 ジニ係数 標準誤差
0−4 0.2177 （0.0029） 　 0.2238 （0.0031） 　 0.2263 （0.0025） 　 0.2322 （0.0036） +
5−9 0.2146 （0.0024） 0.2225 （0.0031） 0.2245 （0.0027） 0.2321 （0.0031） +

10−14 0.2175 （0.0024） 0.2275 （0.0030） 0.2276 （0.0034） 0.2384 （0.0027） +
15−19 0.2285 （0.0026） 0.2361 （0.0030） 0.2410 （0.0033） + 0.2449 （0.0033） +
20−24 0.2640 （0.0028） 0.2656 （0.0032） 0.2730 （0.0041） 0.2791 （0.0051）
25−29 0.2689 （0.0031） 0.2719 （0.0027） 0.2852 （0.0035） ＊ 0.2876 （0.0039） +
30−34 0.2356 （0.0026） 0.2470 （0.0027） ＊ 0.2617 （0.0029） ＊ 0.2557 （0.0037） +
35−39 0.2246 （0.0026） 0.2286 （0.0028） 0.2392 （0.0030） + 0.2470 （0.0034） +
40−44 0.2219 （0.0024） 0.2266 （0.0025） 0.2321 （0.0032） 0.2521 （0.0036） ＊
45−49 0.2327 （0.0026） 0.2375 （0.0023） 0.2439 （0.0032） 0.2516 （0.0035） +
50−54 0.2463 （0.0025） 0.2555 （0.0029） 0.2663 （0.0029） + 0.2740 （0.0054） +
55−59 0.2898 （0.0032） 0.2868 （0.0036） 0.2995 （0.0030） 0.3005 （0.0042）
60−64 0.3020 （0.0037） 0.3013 （0.0039） 0.3057 （0.0046） 0.3022 （0.0034）
65−69 0.2939 （0.0045） 0.2821 （0.0043） 0.2898 （0.0046） 0.2846 （0.0041）
70−74 0.3083 （0.0059） 0.2810 （0.0040） ＊ 0.2980 （0.0066） 0.2760 （0.0050） +
75−79 0.2999 （0.0049） 0.3069 （0.0048） 0.2964 （0.0062） 0.2880 （0.0079）
80− 0.3011 （0.0048） 　 0.3083 （0.0055） 　 0.3098 （0.0053） 　 0.3072 （0.0056）
total 0.2631 （0.0011） 　 0.2673 （0.0012） 　 0.2755 （0.0013） ＊ 0.2781 （0.0014） +

注）1）全年齢を対象とした個人単位の等価可処分所得によるジニ係数を推計している。
　　2）標準誤差はブートストラップ法による。
　　3）「*」は当該年の95％信頼区間と前回調査の95％信頼区間が互いに重ならないことを示す。「+」は当該年の95％信頼区間が1994年の95％信頼区

間と重ならないことを示す。
出所）『全国消費実態調査』より筆者作成

表2　年齢階級による所得格差の寄与度分解
期間 期首のMLD 期末のMLD 変化分 %変化分 グループ内格差 シェア変化分 グループ平均所得
　 1000*I0（t） 1000*I0（t+1） 1000⊿I0（t） %⊿I0/I0（t） term A term B+C term D

1994−1999 116.7 120.7 4.0 （3.4） 2.1 2.9 −0.9
1999−2004 120.7 129.5 8.8 （7.2） 7.3 2.5 −1.1
2004−2009 129.5 132.6 3.2 （2.4） 2.3 0.6 0.2
1994−2009 116.7 132.6 15.9 （13.7） 11.9 5.9 −1.9

出所）『全国消費実態調査』より筆者作成
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この間の家族形態や就労状態の変化を観察しづら
いため，20歳以上を分析対象とした。

Ⅴ　家族形態の変化による所得格差の寄与度分解

　1　家族形態の変化
　表3は，男女別に年齢階層ごとに1994年と2009
年の各家族類型のシェア（%）をみたものである。
一般的な家族類型として核家族の場合であって
も，自身が親の位置にいるのか，子供の位置にい
るのかで意味が異なる。そこで，自身の配偶関係
と親との同居の有無から家族類型を行った。具体
的には，配偶者がおらず親と同居していない「単
身」，配偶者がおらずかつ親と同居している「親
同居シングル」，有配偶で親と同居していない「夫
婦」，有配偶で親と同居している「親同居夫婦」，

「その他7）」の5つの類型に区分した。
　まず，表3からは，男女ともに20歳代と30歳代
において，1994年と2009年の間に親同居シングル
の割合が上昇していることがわかる。そして，40
歳代においては，親同居シングルだけではなく，
単身の割合も上昇傾向にあり，親同居夫婦の割合
が大幅に低下している。
　次に，表4は1994年と2009年のMLD（×1000）
であり，各家族類型内の格差を示す。まず，男女
ともに親同居シングルにおけるMLDが大きく，
夫婦のMLDが小さい。親同居シングル内での格
差が大きいことがみてとれる。その理由として，
若年層での賃金格差より親世代の賃金格差の方が
大きい上，低所得を理由に親と同居する若年層だ
けではなく，単身で生活できる収入があったとし
ても，離家しない若者も多くいることが考えられ

表3　家族類型別シェア：1994年と2009年
　 　 　 シェア（%）
　 　 　 単身 親同居シングル 夫婦 親同居夫婦 その他

男　性

20−29
1994 18.1 54.9 21.8 4.3 0.9
2009 13.3 64.6 18.6 2.4 1.1

30−39
1994 5.9 9.9 65.7 18.0 0.5
2009 7.9 23.3 62.1 6.1 0.6

40−49
1994 2.9 2.6 67.8 26.1 0.7
2009 6.3 9.8 71.7 11.4 0.8

女　性

20−29
1994 12.0 50.4 29.4 6.2 1.9
2009 9.4 60.0 24.8 3.2 2.7

30−39
1994 4.2 5.7 67.1 21.0 2.0
2009 7.1 16.1 65.6 7.0 4.3

40−49
1994 3.8 1.8 65.8 24.4 4.2
2009 6.5 6.3 68.5 13.2 5.5

出所）『全国消費実態調査』より筆者作成

表4　家族類型別等価可処分所得のMLD：1994年と2009年
　 　 　 MLD*1000
　 　 　 単身 親同居シングル 夫婦 親同居夫婦 その他

男　性

20−29
1994 45 116 78 126 144
2009 68 147 90 134 177

30−39
1994 55 148 67 105 142
2009 106 153 81 113 181

40−49
1994 108 142 79 93 158
2009 145 183 93 101 122

女　性

20−29
1994 66 109 74 109 153
2009 78 129 97 130 175

30−39
1994 125 158 69 100 195
2009 108 141 85 109 162

40−49
1994 195 171 82 96 162
2009 157 171 96 105 14

出所）『全国消費実態調査』より筆者作成
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る。そして，20歳代では男女ともに単身のグルー
プ内格差が最も小さいが，その単身のグループ内
格差は年齢が上がるにつれ大きくなり，40歳代で
は親同居シングルに次ぐ大きさとなる。1994年か
ら2009年にかけては，男性はどの年齢階層におい
ても単身と親同居シングルのグループ内格差が上
昇している。その一方，女性については，男性と
は異なり，単身と親同居シングルのMLDが拡大
傾向にあるとは言えない。
　最後に，表5は相対等価可処分所得をみたもの
である。ここで，相対等価可処分所得とは全体の
等価可処分所得の平均を1とした場合の各グルー
プの相対所得であり，相対的に所得の高いグルー
プは1を超え，低いグループは1を下回る。男女と
もに20歳代においては，単身と夫婦の所得が相対
的に低く，親同居シングルの所得が相対的に高い。
30歳代では男性の単身で相的所得が高くなる。40
歳代になると，男女ともに親同居シングルの相対
的な所得が低くなっており，親と同居しているシ
ングルの相対的な所得は年齢が上がるにつれ低下
する。単身の場合男性では相対所得が40歳代で高
いものの，女性の40歳代では夫婦より単身で低所
得となっている。ただし，ほとんどの家族類型間
の相対的な格差は，1994年から2009年にかけて大
きな変化はみられないが，親同居シングルではど
の年齢層でも相対等価可処分所得が低下してい
る。

　2　家族形態の変化による年齢別所得格差の寄
　与度分解

　ここでは，家族形態の変化によってどのように
各年齢層の所得格差が変化するかについて，年齢
による寄与度分解を試みた前節と同じくMLDの
寄与度分解を行う。表6は，1994年から2009年に
かけての性年齢階層ごとのMLDの変化分をグ
ループ内格差，グループのシェア，グループの相
対所得に寄与度分解を行っている。
　まず，男性の20歳代については，家族類型のグ
ループ内格差が，全体の格差拡大を引き起こして
おり，シェアの変化による影響は小さい。表4か
らわかるように男性20歳代においては，どの家族
類型においてもMLDが拡大しているが，他の類
型よりもMLDの変化およびシェアが大きい親同
居シングルにおけるMLDの拡大が主な要因であ
る。また，家族類型間の相対所得の変化は所得格
差を縮小させている。これは，表5からわかるよ
うに，親と同居するシングルの相対等価可処分所
得は低下する一方，単身では上昇しており，家族
類型間の格差が縮小していることが，20歳代での
格差を縮小させたと考えられる。そして，男性の
30歳代については，各家族類型内の格差拡大だけ
ではなく，家族類型のシェアの変化が格差拡大に
寄与しており，主にMLDの大きい親同居シング
ルの割合が上昇したことによる。男性40歳代につ
いては，グループ内の格差拡大の寄与が大きい。
　次に，女性の20歳代では，グループ内格差によ
る寄与が突出して大きいことがみてとれる。これ

表5　家族類型別相対等価可処分所得：1994年と2009年
　 　 　 相対等価可処分所得
　 　 　 単身 親同居シングル 夫婦 親同居夫婦 その他

男　性

20−29
1994 0.78 1.19 0.72 0.98 0.95
2009 0.86 1.12 0.72 0.85 0.85

30−39
1994 1.25 1.27 0.92 1.05 1.13
2009 1.28 1.10 0.93 0.99 0.96

40−49
1994 1.20 0.92 0.99 1.02 0.86
2009 1.23 0.92 0.99 1.00 0.82

女　性

20−29
1994 0.68 1.23 0.76 0.94 0.83
2009 0.74 1.16 0.77 0.84 0.68

30−39
1994 1.04 1.23 0.96 1.07 0.79
2009 1.06 1.11 0.99 1.03 0.62

40−49
1994 0.90 0.89 1.02 1.03 0.68
2009 1.03 0.85 1.04 1.03 0.58

出所）『全国消費実態調査』より筆者作成
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は，親同居シングルを中心に各グループ内の
MLDが大幅に上昇したことによる。また，男性
と同様に家族類型間の平均所得の変化は所得格差
を縮小させているが，比較的高い水準であった親
同居シングルの相対所得が低下してきたことによ
る。そして，30歳代の女性については，グループ
内格差よりもシェアの変化が格差拡大に寄与して
いたことがわかる。ここでも，格差の大きい親同
居シングルのシェアが高まったことによる。また，
40歳代について，家族類型のグループ内格差の拡
大とシェアの変化分が同程度格差拡大に寄与して
いることがみてとれる。

Ⅵ　就業状態の変化による所得格差の寄与度分解

　1　就業状態の変化と年齢別所得格差
　以下では，「フルタイム雇用」「パート雇用」「非
雇用就業」「無業」という就業状態のグループに
より男女別に各年齢層の所得格差についての分析
を行う8）。
　表7は，男性と女性についての1994年と2009年
の年齢別各就業状態のシェアである。
　まず，パート雇用の割合が20歳代の男性と全て
の年齢層の女性において上昇している。フルタイ
ム雇用の割合については，男性ではどの年齢層で
も低下傾向にある一方，女性では30歳代において
上昇している。そして，無業の割合については，
男性はどの年齢層でも上昇する傾向にある一方
で，女性においては，どの年齢層でも低下してい
る。
　次に，表8の就業状態別にみたMLDである。男
性ではどの年齢層でも自営・家族従業などの非雇

用就業におけるMLDが他の就業状態より大きく，
30歳代，40歳代のフルタイム雇用におけるMLD
が小さい。女性については，男性と同様に非雇用
就業のMLDが大きい。一方，女性のパート雇用
については，20歳代での格差は大きいが，30歳代
と40歳代では小さい。そして，1994年から2009年
にかけては，男性では，フルタイム雇用のMLD
が拡大傾向にあり，女性では，どの就業状態にお
いてもMLDが拡大傾向にあることがわかる。
　表9の相対等価可処分所得については，男性に
おいてはどの年齢層でもフルタイム雇用で高く，
その他の形態で低くなっており，この傾向は，年
齢層が高くなるにつれ顕著になる。男性の20－29
歳においては，パート雇用や無業であってもそれ
ほど低い相対等価可処分所得とはなっていない
が，40歳代になると，パート雇用や無業の場合の
所得はフルタイム雇用に比べて50 ～ 60％の程度
の相対所得となっている。一方，女性については，
男性と同様にどの年齢の相対所得においても，フ
ルタイム雇用で高く，その他の雇用形態で低く
なっている。しかしながら，男性と異なり，年齢
が上昇してもフルタイム雇用とパート雇用や無業
との格差は拡大しない。

　2　就業状態の変化による年齢別所得格差の寄
　与度分解

　では，1994年から2009年にかけての所得格差の
変化分について，男女別に就業状態による寄与度
分解を行ったものが表10である。
　男性については，1994年から2009年にかけて，
どの年齢層でも，主に各就業状態のグループ内格
差の拡大により，全体での所得格差拡大が引き起

表6　家族形態の変化によるMLDの寄与度分解：1994年から2009年

性別 年齢
1994年 2009年

変化分 %変化分
グループ

シェア変化分
グループ

MLD MLD 内格差 相対所得
　 　 1000*I0（t） 1000*I0（t+1） 1000⊿I0 ％⊿I0/I0（t） term A term B+C term D

男　性
20−29 119.2 140.9 21.7 （18.2） 25.3 3.7 −7.4
30−39 88.7 107.7 19.0 （21.4） 14.3 9.2 −3.8
40−49 86.4 108.2 21.8 （25.3） 15.3 6.3 0.2

女　性
20−29 125.5 138.8 13.3 （10.6） 19.8 1.9 −8.4
30−39 88.8 105.9 17.1 （19.3） 7.6 9.8 0.1
40−49 98.2 116.6 18.4 （18.8） 7.7 7.4 3.5

出所）『全国消費実態調査』より筆者作成
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表7　就業状態別シェア：1994年と2009年
　 　 　 シェア（％）
　 　 　 フルタイム雇用 パート雇用 非雇用就業 無業

男　性

20−29
1994 86.5 1.9 5.5 6.2
2009 72.0 10.1 5.0 13.0

30−39
1994 88.5 0.4 9.8 1.3
2009 82.6 2.6 9.2 5.7

40−49
1994 82.7 0.2 16.2 0.9
2009 80.4 1.6 14.0 3.9

女　性

20−29
1994 57.7 8.0 2.6 31.8
2009 53.5 17.4 2.0 27.1

30−39
1994 23.4 15.7 8.9 52.0
2009 30.1 22.4 5.0 42.4

40−49
1994 26.2 22.8 15.0 36.0
2009 26.3 32.6 9.0 32.2

出所）『全国消費実態調査』より筆者作成

表8　就業状態別等価可処分所得のMLD：1994年と2009年
　 　 　 MLD*1000
　 　 　 フルタイム雇用 パート雇用 非雇用就業 無業

男　性

20−29
1994 112 160 199 131
2009 136 118 203 153

30−39
1994 78 134 163 167
2009 91 140 188 169

40−49
1994 69 77 158 103
2009 82 170 189 139

女　性

20−29
1994 116 113 170 95
2009 126 129 221 112

30−39
1994 91 62 148 72
2009 105 87 170 84

40−49
1994 95 70 150 86
2009 111 92 204 103

出所）『全国消費実態調査』より筆者作成

表9　就業状態別相対等価可処分所得：1994年と2009年
　 　 　 相対等価可処分所得
　 　 　 フルタイム雇用 パート雇用 非雇用就業 無業

男　性

20−29
1994 1.01 0.90 0.96 0.95
2009 1.03 0.94 0.97 0.89

30−39
1994 1.01 0.77 0.90 0.81
2009 1.02 0.80 1.01 0.81

40−49
1994 1.03 0.53 0.89 0.64
2009 1.03 0.64 0.98 0.56

女　性

20−29
1994 1.14 0.89 0.92 0.78
2009 1.14 0.91 0.97 0.77

30−39
1994 1.22 0.92 0.95 0.93
2009 1.23 0.89 0.96 0.90

40−49
1994 1.14 0.97 0.91 0.96
2009 1.19 0.92 0.98 0.93

出所）『全国消費実態調査』より筆者作成
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こされていることが分かる。ただし，30歳代と40
歳代においては，この間の格差拡大のうちの4分
の1から3分の1程度の寄与であるが，シェアの変
化による格差拡大への寄与もみてとることができ
る。これは，グループ内MLDの大きい無業およ
びパート雇用の割合が上昇したことによると考え
られる。
　女性については，各年齢層における格差拡大の
ほとんどが，各就業状態におけるグループ内での
格差拡大により引き起こされていることがわか
る。その一方で，男性と異なり，女性の就労状態
のシェアの変化は，どの年齢層においても格差を
縮小させる方向に寄与している。特に，40－49歳
において，シェアの変化は全体の所得格差を縮小
させており，表7でみた女性の無業の割合の低下
とパート雇用の割合が上昇は，所得格差を縮小さ
せる影響があることがわかる。

Ⅶ　結びにかえて－1990年代後半以降の所得格
　　差の拡大

　多くの先行研究において，日本の所得格差の拡
大は主に年齢構造の変化によると指摘されてき
た。しかしながら，そこでは世帯主年齢が用いら
れているという年齢の定義に問題があっただけで
はなく，ほとんどの研究が1990年代までのデータ
による分析であり，格差拡大が社会的問題となっ
た1990年代後半から2000年代にかけてのデータに
よるものではなかった。一方で，若年層における
未婚割合の上昇や親と同居の増加といった家族形
態の変化や非正規雇用の拡大による賃金格差の拡
大が指摘されているのもかかわらず，それらの変

化が所得格差に与える影響についての研究が不十
分であったと言えよう。若年層の多くが親と同居
しているため，世帯単位の分析ではとらえること
が難しかったことが理由の一つであると考えられ
る。
　そこで，1994年から2009年までの「全消」を用
いて，税・社会保険料を推計することで可処分所
得を求め，個人単位の等価可処分所得を用いて，
世帯主年齢ではなく，本人年齢別にみたジニ係数
とブートストラップ法による標準誤差を推計し，
また，家族形態と就業状態の変化によるMLDの
寄与度分解を行った。
　1994年から1999年までは，主に年齢階層のシェ
アの変化により格差拡大が引き起こされていたも
の格差拡大の幅そのものは大きくはない。1999年
から2004年にかけては，全体のジニ係数が有意に
拡大し，本人年齢別にみると20歳代後半から30歳
代後半において有意に格差が拡大していた。そし
て，1999年から2004年の格差拡大について年齢階
層による寄与度分解を行うと，年齢シェアの変化
ではなく，各年齢階層内での格差拡大によること
がわかった。また，2004年から2009年にかけても，
格差拡大の程度は大きくないものの，格差拡大の
要因のほとんどが年齢階層内での格差拡大であっ
た。
　次に，年齢階層内の格差が大きく拡大した20歳
代から40歳代における所得格差について，家族形
態と就業状態のそれぞれの変化による寄与度分解
を行った結果，以下の点が明らかになった。
　まず，家族形態について，20歳代における所得
格差拡大は，男女ともに主に家族類型のシェアの
変化ではなく，各家族類型内の格差拡大によって

表10　就業状態の変化によるMLDの寄与度分：1994年から2009年

性別 年齢
1994年 2009年

変化分 ％変化分
グループ

シェア変化分
グループ

MLD MLD 内格差 相対所得
　 　 1000*I0（t） 1000*I0（t+1） 1000⊿I0 %⊿I0/I0（t） term A term B+C term D

男　性
20−29 119.2 140.9 21.7 （18.2） 18.4 2.6 0.8
30−39 88.7 107.7 19.0 （21.4） 13.8 5.7 −0.5
40−49 86.4 108.2 21.8 （25.3） 17.2 5.0 −0.2

女　性
20−29 125.5 138.8 13.3 （10.6） 13.7 −0.9 0.5
30−39 88.8 105.9 17.1 （19.3） 15.7 −0.6 2.0
40−49 98.2 116.6 18.4 （18.8） 22.5 −6.3 2.2

出所）『全国消費実態調査』より筆者作成
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引き起こされていた。特に，親と同居するシング
ルにおけるグループ内格差拡大の影響が大きいと
考えられる。
　一方で，30歳代，40歳代においては，家族類型
内の格差拡大だけではなく，家族類型のシェアの
変化も格差拡大に寄与しており，女性の30歳代に
おいては，各家族類型内の格差拡大より，シェア
の変化による要因が大きい。特に，他の家族類型
よりグループ内の格差が大きい親同居シングルの
割合が高まることで，所得格差の拡大が生じてい
た。
　次に，就業状態について，男女ともにフルタイ
ム雇用内での格差拡大が観察されていることが格
差拡大の主な要因であった。就業状態のシェアの
変化については，男性については無業割合が上昇
し，女性についてはパート雇用の割合が上昇して
いたが，この変化の結果，男性では所得格差の拡
大が引き起こされた一方，女性では所得格差の縮
小が生じていた。特に，女性の40歳代におけるパー
ト雇用割合の上昇は所得格差を縮小させており，
この年齢層の女性における非正規雇用の拡大は所
得格差を縮小させると考えられる。
　以上，1990年代後半から2000年代後半にかけて，
20歳代から40歳代を中心に年齢階層内での所得格
差の拡大が観察されたが，格差拡大を引き起こし
た家族の変化による要因として，親と同居するシ
ングルの増加と，その者の中での所得格差の拡大
があり，また，就労の変化の要因については，フ
ルタイム雇用内で格差拡大の影響が大きいと言え
る。特に，親と同居するシングルは，30代，40代
と年齢が上がるにつれ，グループ内格差が大きく
なるだけではなく，他の家族類型に対する相対的
な所得が低下しており，今後，親と同居するシン
グルがより高齢化するため，所得格差の拡大だけ
ではなく，低所得の問題も深刻化すると考えられ
る9）。
　最後に以上の分析結果の限界として，各家族類
型内および各就労状態内の所得格差の変化につい
ては，その要因が十分に解明されてない点である。
特に，「全消」では，フルタイム雇用について正
規雇用なのか非正規雇用なのかについて把握され

ておらず，雇用形態の変化が十分に捉えられてい
ないと考えられ，今後の課題となる。

注
1）総務省統計局（2002）におけるジニ係数の推計

とOECD（2009=2010）における図1.1の統計と比
較している。なお，舟岡 （2001）は，「国生」と「全
消」の調査設計の違いを検討し，両調査の所得分
布の差が学生単独世帯を含むか否かと母集団復元
の仕方により生じるとしている。

2） 稲垣（2006）は，反実仮想的に未婚の子を分離
した所得格差を推計しているが，本稿での本人年
齢による所得格差の推計では，各年齢階層の所得
格差をみることで，若年層における実際の所得格
差の拡大について分析を行うことになる。

3） 所得の捕捉について実際の税収と照らし合わせ
た場合，推計された各年の税収は，所得税の決算
値の約80％，住民税の決算値の約90％と過少な推
計となっている。この差のほとんどは，利子・配
当金の記載が過少となっていることによる。推計
値からそれらを差し引き，決算値から利子所得・
配当所得・譲渡所得による税収分を差し引いた場
合，所得税・住民税の差は数％程度となり，現実
に近い推計となっている（田中・四方　2012）。

4）もともと「全消」においては，単身の学生世帯
は含まれていない。

5）同様の方法は山田（2002），小塩（2006），橘木・
浦川（2006）等でも用いられている。

6）ブートストラップ法によるジニ係数の標準誤差
の推定についての先行研究として，Mills and 
Zandvakili （1997）がある。本研究では，Jenkins 
（2006）の方法に従った。

7） 「その他」には，本人がひとり親の場合と親族と
同居せずに非親族と同居している者が含まれてい
る。

8）2009年調査では，就業者の区分において，これ
まで「就業うちパート」という区分が「パート・
アルバイト」と変更され，「労働者派遣事業所の
派遣者社員」という項目が追加されたが，「パート・
アルバイト」をパート雇用とし，「労働者派遣事
業所の派遣者社員」はフルタイム雇用に割り当て
た。

9）稲垣（2006）は，現在の親と同居する未婚者が
独居老人となることによる将来の所得格差拡大に
ついて，マイクロシュミレーションの手法による
検証を行っている。
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